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近年老朽化した既設の RC 床版から耐久性に優れた PC 床版への取替が高

速道路を中心に大規模に進められている．しかし，床版取替工事は通行規

制を伴うことから社会活動，経済活動に及ぼす影響が大きい．このため，社

会的要請として工程短縮が可能な工法が望まれる．そこで，工程短縮効果

を適切に評価するため費用便益分析を用いて社会的便益の定量化を試みた．

またコッター床版工法を例に，工程短縮による社会的便益を試算した． 

      キーワード：工程短縮，社会的要請，費用便益分析，コッター床版工法 

 

 

1．はじめに 

 

我が国の高速道路の鋼橋RC床版の多くは，供用後 40

年以上経過し，疲労や塩害，凍害これらの複合劣化によ

り損傷が著しい．このため，抜本的対策として 2015年以

降 RC 床版から耐久性に優れ，工程短縮が可能なプレキ

ャスト PC 床版への取替が大規模に進められている．し

かし，運送上の制約から橋軸方向長を 2.5m以下に分割し

なければならない．そして現場に搬入したパネルを相互

に接合していくため，現場では煩雑な作業が行われてき

た．さらに，床版取替工事は写真－1 に示す通行規制を

伴うため，道路混雑等により社会・経済活動に及ぼす影

響が大きい．一方で，今後大都市近郊での床版取替が多

数計画されており，円滑な通行の確保を求める社会的要

請が更に高まることが予想される．この要請に応えるに

は，工程短縮による影響期間の低減が図れる工法の採用

が望まれる．すなわち，工事期間を短縮して通行規制を

早期に解除できれば社会・経済活動への影響を軽減でき，

社会全体としての便益が向上する． 

この効果を評価するには，工程短縮による社会的便益

を適切に算定する手法の確立が必要である．ここで，工

事費，間接費等の「費用」は積算基準により定量的に算

出できるが，工程短縮による社会的便益についてはこれ

まで定性的に論じられることが多かった．今回，道路事

業の妥当性を評価する費用便益分析手法を用いて工程短

縮による社会的便益の定量化を試みた．また，工程短縮

効果の高いコッター床版工法を例として社会的便益を算

出した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．費用便益分析 

 

費用便益分析 1)は，道路事業の効率的かつ効果的な遂

行のため，図－1 に示すように道路の新設，改良等の新

規事業採択時評価，再評価，事後評価の各段階において，

社会・経済的な側面から事業の妥当性を評価し，効果的

な事業執行を促すことを企図する手法であり，国土交通

省道路局都市局により作成されている．すなわち，ある

年次を基準年とし，道路整備が行われる場合と,行われな

い場合のそれぞれについて，一定期間の便益額，費用額

を算定し，道路整備に伴う費用の増分と，便益の増分を

比較することにより分析，評価を行うものである．ここ

で，道路の整備に伴う効果としては，渋滞の緩和や交通 

図－1 新設，改良等の道路事業概要 

A町 B町

改良（バイパス）

新設

現行道路

写真－1 床版取替工事に伴う通行規制概要 
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事故の減少の他，走行快適性の向上，沿道環境の改善，

災害時の代替路確保，交流機会の拡大，新規立地に伴う

生産増加や雇用・所得の増大等，多様多岐に渡る効果が

存在する．これらの効果のうち現時点における知見によ

り，十分な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能であ

る「走行時間短縮」，「走行経費減少」，「交通事故減少」

の交通機能（トラフィック機能）について，道路投資の

評価手法として定着している社会的費用の増減を計測し

便益を算出するものである． 

 

３．床版取替工事への費用便益分析の適用 

 

3.1 床版取替工事における社会的便益 

床版取替工事では図－2 に示すように車線変更，車線

数減少，走行速度低減，および対面走行等の通行規制が

必要である．ここで，図－3 に示すようにループ継手等

の標準工法に比べ施工スピードが速い工法を用いて通行

規制を早く解除できれば，道路混雑による渋滞の発生，

走行快適性の低下，対面通行に伴う交通事故リスク等に

よる社会・経済活動への影響を抑制し，円滑な通行の確

保を求める社会的要請に応えることができる．したがっ

て，社会的便益ＢＸは，工程短縮日数における通行規制

時の費用から通常期に生じる費用を減じた差として式

(1)で表せる． 

ＢＸ＝ＢＸreg－ＢＸgen         (1) 

ここに，ＢＸ：走行時間短縮便益ＢＴ，走行経費減少 

便益ＢＲ，交通事故減少便益ＢＡ，ＢＸreg：通行規制時 

の費用，ＢＸgen：通常時（通行規制解除）の費用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に，文献 1)を基に床版取替工事の工程を短縮した

場合の社会的便益の定量的評価方法について試案を記す． 

 

3.2 社会的便益算定手順 

床版取替工事における社会的便益の算定フローを図―

4 に示す．交通条件としては，交通量，通行規制区間長，

走行速度が挙げられる．交通量は，「全国道路・街路交通

情勢調査」の他，各高速道路会社の発表資料が利用でき

る．通行規制区間長は各床版取替工事における通行規制

区間長（速度規制，対面通行）とする．施工条件として

は，標準工法，工程短縮工法について施工日数を算出し，

両者の差分を工程短縮日数とする．以下に各便益の算定

法について記す．なお，各種原単位は文献 1)を引用した． 

(1) 走行時間短縮便益：ＢＴ 

走行時間短縮便益は，図－5 に示すように工程短縮日

数△t における通行規制時走行速度での総走行時間費用

から，規制解除後の通常時走行速度での総走行時間費用

を減じた差として式(2)，(3)より算出する．走行時間費用

は，車種別の走行時間に表－1 で示す時間価値原単位 αj

を乗じた値を集計する． 

     ＢＴ＝ＢＴ −ＢＴ         （2） 

   ＢＴ＝∑ ∑ （Ｑ ×Ｔ × 𝛼 ）△ 𝑡      (3) 

図－2 通行規制時，通常時（規制解除）の交通条件 

●通常時（通行規制解除：上下分離） 

V=80km/h

●通行規制時（工事期間:対面通行） 
交通規制区間L

1 3 0 6 8

V=80km/h V=80km/hV=50km/h

図－4 床版取替工事における社会的便益算定フロー 

便益の算定 

・走行時間短縮便益：ＢＴ 

・走行経費減少便益：ＢＲ 

・交通事故減少便益：ＢＡ 

 総便益Ｂ＝ＢＴ＋ＢＲ＋ＢＡ 

交通条件 

〇交通量（小型車，大型車：台/日） 

〇通行規制区間長(km) 

〇走行速度 

（通常時，通行規制時）(km/h) 

施工条件 

〇標準工法の施工日数①（日） 

〇工程短縮工法の施工日数②(日) 

〇工程短縮日数△t=①－②（日） 

表－1 車種別の時間価値原単位（αj） 

車種（ｊ）
時間価値原単位
（円／分・台）

乗用車 41.02

バス 386.16

乗用車類 46.54

小型貨物車 52.94

普通貨物車 76.94

図－3 床版取替工事における社会的便益ＢＸの概念図 
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ここに，ＢＴ：走行時間短縮便益（円），ＢＴi：状態 i

の場合の総走行時間費用（円），Ｑijl：状態 i の場合のリ

ンクlにおける車種 jの交通量（台／日），Ｔijl：状態 iの

場合のリンクlにおける車種 j の走行時間（分），αj：表

－1に示す車種 jの時間価値原単位（円／分・台），△t：

工程短縮日数（日），i：通常期の場合 gen，通行規制時の

場合 reg，j：車種，l：リンク，通行規制区間，迂回路長 

表より時間価値原単位 αjは，乗用車に比べ多くの人員

や物資を運ぶバス，貨物車の方が高く評価される．走行

時間Ｔijlについて，通行規制による渋滞等が規制区間の

上流にまで及ぶ場合は影響範囲まで考慮する．また，迂

回路がある場合，迂回に伴う走行時間の増減を考慮する． 

(2) 走行経費減少便益：ＢＲ  

走行経費減少便益は，図－6に示すように工程短縮日 

数△tにおける通行規制時での総走行経費から，通行規制

解除後の通常時での総走行経費を減じた差として式

(4),(5)を用いて算定する．ここで,走行経費減少便益は，

走行条件が改善されることによる費用の低下のうち，走 

行時間に含まれない項目を対象としている．具体的には， 

燃料費，油脂費，タイヤチューブ費，車両整備費，車両 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償却費等の項目について走行距離単位当たりで計測した 

表－2に示す原単位βjを用いて算出する． 

ＢＲ＝ＢＲreg－ＢＲgen         (4) 

       ＢＲ＝∑ ∑ Ｑ × 𝐿 × 𝛽 ∆ｔ    (5) 

ここに，ＢＲ：走行経費減少便益（円），ＢＲi：状態ｉ

の場合の総走行経費（円），：Qijl：状態iの場合のリンク

lにおける車種 jの交通量（台／日），Ｌl：リンク延長(km)，

βj：表－2に示す車種 jの走行経費原単位（円／台・km），  

 なお，図－7 に示すように通行規制時の走行速度は通

常期の走行速度に比べ低速となることから，走行経費は

工事期間中の方が安価となり式(4)は負値（－）となる．   

一方，車線減少に伴う交通渋滞が生じる場合は，燃料

費増加により式（4）は正値（＋）となる．また，これら

の影響は小型車両よりも大型車両の方が大きい． 

(3) 交通事故減少便益：ＢＡ 

交通事故の社会的損失は，運転者，同乗者に関する人

的損失額，交通事故により損壊を受ける車両や構築物に

関する物的損害額，事故渋滞による損失額から算定され

ている．交通事故減少便益は，図－8 に示すように工程

短縮日数△t における通行規制時（対面通行）での交通

事故による社会的損失から，通行規制解除後の通常時（上

下分離通行）での交通事故による社会的損失を減じた差

として式(6)，(7)より算出する．  

       ＢＡ＝ＢＡreg－ＢＡgen        (6) 

       ＢＡi＝∑ 𝐴𝐴              (7) 

 ここに，ＢＡ：事故減少便益（円），ＢＡｉ：通行規制 

の有無による交通事故の社会的損失（円），ＡＡil：表― 

3に示す交通事故の社会的損失（円）：通常時の場合，高  

表－2 車種別の走行経費原単位（βj） 
速度
(km/h)

乗用車 バス 乗用車類
小型
貨物車

普通
貨物車

30 10.97 48.94 11.58 15.60 35.08

35 10.54 47.69 11.13 15.21 33.11

40 10.21 46.71 10.80 14.91 31.48

45 9.98 45.95 10.55 14.68 30.16

50 9.81 45.40 10.38 14.52 29.17

55 9.70 45.04 10.27 14.43 28.49

60 9.65 44.88 10.22 14.41 28.13

65 9.65 44.90 10.22 14.63 28.09

70 9.70 45.11 10.27 14.58 28.36

75 9.80 45.50 10.38 14.77 28.96

80 9.96 46.08 10.53 15.03 29.89

85 10.17 46.86 10.75 15.37 31.16

90 10.44 47.84 11.04 15.78 32.79

図－7 走行速度と時間走行経費原単位（βj）の関係 

表－3 交通事故損失額算定式：AAil 

交通事故損失算定式

AA il＝1590X l

中央帯無 AA il＝1510X l

中央帯有 AA il＝970X l

AA il＝1020X l

中央帯無 AA il＝1220X l

中央帯有 AA il＝690X l

AA il＝800X l

中央帯無 AA il＝880X l

中央帯有 AA il＝540X l

AA il＝270X l

２車線

道路・沿道区分

高速道路

非市街部

その他市街地

DID
４車線以上

一般道路
４車線以上

４車線以上

２車線

２車線

図－6 走行経費減少便益ＢＲの概念図 
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図－8 交通事故減少便益ＢＡの概念図 
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速道路＝270Xi,通行規制時（対面通行）の場合,一般道2

車線の中から交通量に応じて選択する．Ｘ1i＝Ｑi×Ll：状

態の場合のリンク lにおける走行台キロ（千台km／日），

Ｑil：状態ｉの場合のリンク lにおける交通量（千台／日） 

(4) 総便益：Ｂ 

 式(8)に示すように(1)～(3)で算出した各便益を合計

した額が，工程短縮による総便益となる． 

      Ｂ＝ＢＴ＋ＢＲ＋ＢＡ       (8) 

ここで,床版取替工事の社会的影響は工事期間中に留

まるため，道路施設の分析で用いられる便益を現在価値

に換算する社会的割引率(4%)は考慮しない． 

(5) 費用の算定  

標準工法と工程短縮工法の施工費用の差分を「費用」

として算出する． 

     Ｃ＝Cshort－Ｃnormal          (9) 

 ここに，Ｃ：施工費用の差分，Cshort：工程短縮工法の

施工費用，Ｃnormal：標準工法の施工費用 

(6) 社会費用便益比の算出 

 床版取替を工程短縮した場合の社会的便益ＣＢＲは，

式(10)により算出される． 

ＣＢＲ＝Ｂ／Ｃ           (10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．工程短縮による社会的便益試算例 

 

4.1 コッター床版工法の概要 

コッター床版工法を例として, 工程を短縮した場合の

社会的便益を試算する．本工法は，空港エプロン用プレ

キャスト床版 2)を改良したものであり，図－9 に示すよ

うにPC板を 20㎜の間隔（目地）を設けて架設し，写真

－2 に示すコッター式継手で締結した後，目地材を充填

し床版を接合する 3)．本工法は，鉄筋同士の重なり部が

無く機械式に床版を接合するため，写真－3 に示すよう

にループ継手等の従来工法に比べ接合部の幅を短くして

１枚当たりの橋軸方向を長くすることで，図－10に示す

ように床版設置枚数を 14%削減できる．また接合は写真

－4に示すように橋面上からボルト締付と目地材充填の 

図－9 コッター床版概要 

●コッター床版工法 

写真－3 接合部比較 

●従来工法（ループ式継手） 

●従来工法：100m当り床版47.6枚 

●コッター床版工法：100m当り床版40.8枚（14%削減） 

図－10 橋軸方向長さの比較 

300～400 1650 ～1850
プレキャスト（パネル）接合部

20
プレキャスト（パネル）接合部

2450 20

300～400
接合部

接合部

写真－4 接合作業 

●ボルト締付 ●目地材充填 

図－11 床版設置の生産性比較 

●従来工法 

・床版設置1枚当たり 

施工面積：22.2m2 

  施工人員：6.8人 

●コッター床版工法 

・床版設置1枚当たり 

施工面積：26.3m2 

  施工人員：4.1人 

写真－2 コッター式継手 
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簡便な作業で完了する．このため，図－11 に示すように

接合時間の短縮と省人化により生産性が4.2倍に向上し，

１日当り床版 6枚の取替（撤去＋設置）が可能である． 

 

4.2 工程短縮による便益の試算 

表―4 に挙げたコッター床版工法で施工したＡ橋～Ｄ

橋に関して，工程短縮による社会的便益を試算する．こ

こで，本工法は「工程短縮」の他，高い耐久性や，H 型

金物を含めて接合部を切断して取替が可能（維持管理の

容易化）等の効果を有す．このため，真のＣＢＲを算定

するにはこれらの便益Ｂや要する費用Ｃも金額化する必

要があり複雑化する．そこで，第一段階として部分的で

はあるが「工程短縮」の便益に焦点を絞り，オーダーを

掴むことを目的に試算することとした．  

(1) 通行条件の設定 

・１日当り交通量 
交通量は，「平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査

一般交通量箇所別基本表」を採用した（上り下り断面交

通量）．小型車 4,935 台/日，大型車 3,940台/日．前者を乗

用車 Qn，後者を普通貨物 QLとした．また，対象橋梁は

交通混雑も少ないため，通行規制期間中の交通量は通常

時と同一とした（Qregj＝Qgenj）． 

・交通規制条件 

 各橋梁での通行規制状況を表－4に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 施工条件の設定 

各橋梁の標準工法（ループ継手）とコッター床版工法

の施工日数の比較を表－4 に示す．なお，標準工法の工

程は，橋梁架設工事の積算（令和2年度版）等を参考に 

算出した．表―4より，平均すればコッター床版工法は， 

標準工法（ループ継手）に比べ床版設置日数を 52%短縮

できる．各橋の特徴は以下の通りである．Ａ橋は対面通

行規制区間，工程短縮日数が共に短い．Ｂ橋は対面通行

規制区間が短いものの，工程短縮日数が長い．これは橋

長が他橋に比べ長く工事日数が長いためである．Ｃ橋，

Ｄ橋は対面通行規制区間が長いものの，工程短縮日数が

短い．以上の条件の基で，各種社会的便益を算出した． 

(3) 走行時間短縮便益：ＢＴ 

各橋梁の走行時間短縮便益の算定結果を表－5 に示す．

ここで，時間価値原単位 αｊは表－1より，乗用車：αn＝

41.02円／分・台，普通貨物車：αL＝76.94円／分・台を

採用した．表より便益は 900～5,100 万円円程度となっ

た．仮に，Ａ橋を基準に考えれば，Ｂ橋は同程度の対面

通行規制区間長であるが，工程短縮日数が多いため走行

時間短縮便益は 1.33 倍となる.また,工程短縮は同程度

でも対面通行規制区間長が長いＣ橋，Ｄ橋は，規制区間

の走行時間が長くなり便益は5倍以上になる. 

(4) 走行経費減少便益 ：ＢＲ 

各橋梁の走行経費減少便益の算定結果を表－6 に示す． 

表－4 施工条件，通行規制条件，施工日数 

通行規制時
対面通行
V=50km/h

通常時
上下分離
V=80km/h

A橋 鋼2径間連続鈑桁橋 117.5 1,312.6 3.0 3.60 2.25 23 10 13

B橋 鋼3径間連続鈑桁×2連 284.3 3,107.6 2.0 2.40 1.50 50 24 26

C橋 鋼V脚式連続ラーメン橋 181.5 2,028.3 15.0 18.00 11.25 32 17 15

D橋 鋼2径間連続鈑桁橋 107.0 1,197.3 15.0 18.00 11.25 23 10 13

橋梁

橋梁諸元
施工面積

(m2)

橋長
(m)

施工条件 通行条件 施工日数

走行時間（分）
コッター床版
工法
②（日）

工程
短縮日数
①－②（日）

対面通行
規制区間L(km)

標準工法
（ループ継手)
①（日）

表－5 走行時間短縮便益ＢTの試算 

乗用車

QnTregαn

普通貨物車

QLTregαL

合計

BTreg
①

乗用車

QnTgenαn

普通貨物
車

QLTgenαL

合計

BTgen
②

A橋 3 13 3.6 729 1,091 1,820 2.3 455 682 1,138 683 8,873 1.00

B橋 2 26 2.4 486 728 1,213 1.5 304 455 758 455 11,831 1.33

C橋 15 15 18.0 3,644 5,457 9,100 11.3 2,277 3,410 5,688 3,413 51,190 5.77

D橋 15 13 18.0 3,644 5,457 9,100 11.3 2,277 3,410 5,688 3,413 44,364 5.00

比率
対面交通
規制区間
L(km)

橋梁名
走行時間
（分）

Treg＝

L/50×60

通行規制時：対面通行規制(50km/h) 通常時：上下分離交通(80km/h)

走行時間
短縮便益
BT（千円）

走行時間
短縮便益
（千円/日）
BT①-②

走行時間
（分）

Tgen＝

L/80×60

走行時間費用（千円/日）走行時間費用（千円/日）
短縮日数
（日）

表－6 走行経費減少便益ＢＲの試算 

乗用車

ＱnLβn

普通
貨物車

ＱLLβL

合計
BRreg
①

乗用車

ＱnLβn

普通
貨物車

ＱLLβL

合計
BRgen
②

A橋 3 13 145 345 490 147 353 501 -11 -140 1.00

B橋 2 26 97 230 327 98 236 334 -7 -186 1.33

C橋 15 15 726 1,724 2,450 737 1,766 2,504 -54 -805 5.77

D橋 15 13 726 1,724 2,450 737 1,766 2,504 -54 -698 5.00

橋梁名
対面交通
規制区間
L(km)

短縮日数
（日）

走行経費（千円/日）

比率

走行経費
減少便益
（千円/日）
BR
①-②

走行経費
減少便益
BR（千円）

通行規制時
対面通行規制(50km/h)

通常時
上下分離交通(80km/h)
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ここで，走行経費原単位 βｊは表－2 より，通行規制

時：乗用車 βn＝9.81円／台・km，普通貨物車：βL＝29.17

円／台・km，通常時：乗用車 βn＝9.96円／台・km，普通

貨物車：βL＝29.89 円／台・km を採用した．通行規制時

では走行速度が低下し，燃料費等を含む走行経費原単位

βjが低減されるため，走行経費減少便益ＢＲは-14～-80

円万程度となり負担が増す結果となった． 

(5) 交通事故減少便益 ：ＢＡ 

各橋梁の交通事故減少便益の算定結果を表－7 に示す．

ここで，交通事故の社会的損失AAiは，表－3より，通常

期は規定通り高速道路 AAi＝270Xiであるが，交通規制時

は交通量の少ない対面通行となるため一般道路非市街地

2車線AAi＝800とした．交通事故減少便益は50～290万

円となった． 

(6) 総便益の集計 

 各橋梁の便益の集計結果を表－8に示す．総便益は900

～5,300万円となった．また,総便益Ｂの内，走行時間短

縮便益ＢＴが96%を占める結果となった． 

 

５．まとめ 

 

道路事業の評価手法である費用便益分析を用いて，床

版取替工事の工程を短縮した場合の社会的便益の定量化

を試みた．また工程短縮効果の高いコッター床版工法を

例に社会的便益を試算した．得られた知見を以下に記す． 

(1) 床版取替工事の工程を短縮することにより得られ

る社会的便益を定量的に算定することは可能である．但

し，費用便益分析は元来道路事業の長期的評価に資する

内容であり，床版取替工事の短期的評価に用いることに

対してある程度の誤差を含む可能性がある．このため， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定量化の信頼性向上には各種原単位等の精度向上，適用

範囲の設定等が必要である． 

(2)  各定量化式は，いずれも交通量と比例の関係にあ

る．しかし，大都市近郊での床版取替工事では，一般道

を含めた迂回が生じることにより，迂回車両以外にも交

通混雑等の影響を及ぼすことが考えられる．この場合，

一般道路を含めた社会的便益の算定が必要であり，当該

交通量以上の影響が生じることも考えられる． 

(3) 床版取替工事に併せてトンネル覆工補修や法面補 

修等の特定更新工事が行われる場合がある．その場合，

床版取替工事が早期に終了しても，他の工事の関係上通

行規制の解除が待たれる場合もあり留意すべきである． 

(4) コッター床版工法は「工程短縮効果」の他に，高耐

久化によるライフサイクルコスト低減，継手を含めて接

合部を切断することで取替性が容易である等複数の効果

を有する．今後はこれらの効果を便益として組み込むこ

とで，社会的便益の精度向上を図りたい． 
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表－8 各種便益Ｂの集計 

走行時間
短縮便益ＢＴ

走行経費
減少便益BR

交通事故
減少便益ＢＡ

総便益Ｂ

A橋 3 13 8,873 -140 503 9,236 1.00

B橋 2 26 11,831 -186 670 12,315 1.33

C橋 15 15 51,190 -805 2,900 53,284 5.77

D橋 15 13 44,364 -698 2,513 46,180 5.00

比率橋梁名
対面交通
規制区間
(km)

短縮日数
（日）

社会的便益（千円）

表－7 交通事故減少便益ＢＡの試算 

走行台キロ
(千台km/日）

Xreg

社会的損失
（千円/日）①

BAreg

走行台キロ
(千台km/日）

Xgen

社会的損失
（千円／日）②

BAgen

A橋 3 13 27 58 27 20 39 503 1.00

B橋 2 26 18 39 18 13 26 670 1.33

C橋 15 15 133 292 133 98 193 2,900 5.77

D橋 15 13 133 292 133 98 193 2,513 5.00

交通事故
減少便益
（千円/日）
BA
①-②

交通事故
減少便益
BA

（千円）

比率
短縮日数
（日）

交通事故社会的損失（千円/日）

通行規制時
対面通行規制(50km/h)

通常時
上下分離交通(80km/h)

橋梁名
対面交通
規制区間
L(km)

（2022 年 7 月 8 日受付）

（2022 年 9 月 9 日受理）
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